旧日本銀行広島支店の暫定活用に関する取扱要綱

第１　目的

この要綱は、広島市指定重要文化財（以下「市重要文化財」という。）に指定され、広島市が日本銀行から無償貸与を受けている旧日本銀行広島支店（以下「旧日銀」という。）の本格的な保存活用を図るまでの間、公開及び暫定的に旧日銀を文化活動等に利用する者に貸し付けるための必要な事項を定めることを目的とする。

第２　休館日及び開館時間

旧日銀の休館日及び開館時間は、次のとおりとする。ただし、都合により臨時に開館し、若しくは休館し、又は開館時間を変更することがある。
(1)　休館日

１２月２９日から翌年１月３日まで

(2)　開館時間

午前１０時から午後５時まで

第３　使用の決定等

　１　旧日銀を文化活動等のために使用しようとする者（以下「使用者」という。）は、所定の申込書に本市が必要とする関係資料を添付し、使用希望日の６か月前から２週間前までの間に、市長へ提出しなければならない。

　２　市は、使用の内容等が、広島平和記念都市建設法第１条の規定の趣旨に沿うとともに、市重要文化財において実施する事業としてふさわしいものであるかどうか、また、第５に規定する使用の制限に当たらないかどうか等について審査し、使用を決定するものとする。

　３　市は、使用の決定に当たり、あらかじめ日本銀行の承諾を得るものとする。
　４　使用者は、市が使用を決定した後に内容を変更しようとするときは、あらかじめ市の承諾を得なければならない。

　５　使用に係る対価（光熱水費の実費相当額を除く。）は無償とする。

　６　市は、旧日銀の管理運営上必要があると認めるときは、貸付にあたり条件を付するものとする。

第４　経費の負担

使用に当たって必要となる経費は全額使用者の負担とする。ただし、光熱水費は実費相当額を負担するものとする。

第５　使用の制限

市は、本市又は本市の公益法人等が公用又は公共用に使用するとき及び次の各号のいずれかに該当するときは、旧日銀を使用させないものとする。
(1)　秩序又は風俗を乱すおそれがあるとき。
(2)　施設又は設備をき損するおそれがあるとき。
(3)　特定の者以外の者が利用できないように入館者に制限を加えようとするとき。
（会場設営及び撤去等に係る期間を除く。）

(4)　宗教活動又は政治活動等に利用しようとするとき。
(5)　営利活動（企業ＰＲ等を含む。）を目的として利用しようとするとき。

(6)　入館者から入場料等を徴収しようとするとき。

(7)　館内及び敷地内において物品の販売、実費徴収、募金活動等を行おうとするとき。

(8)　正当な理由なく光熱水費の実費相当額を滞納しているとき。

(9)　館内及び敷地内において飲食を行おうとするとき。（スタッフルーム及び３階フリースペースを除く。）

(10)　使用目的及び事業内容等を偽っていると認められるとき。
 　(11)　都市景観上適当でないと認められるとき。

(12)　その他管理運営上支障があると認められるとき。

第６　入館の制限

次の各号のいずれかに該当する者に対しては、入館を拒み、又は退館を命ずることができる。
(1)　伝染性の病気にかかっていると認められる者
(2)　他人に危害を及ぼし、又は他人の迷惑になる物品又は動物の類を携帯する者
(3)　秩序又は風俗を乱すおそれがあると認められる者
(4)　その他管理運営上支障があると認められる者

第７　目的外使用等の禁止

市が決定した使用目的以外の使用、使用権の譲渡、転貸その他占有を他人に移す一切の行為は、これを禁止する。

第８　貸付期間及び使用時間

　１　貸付期間は、会場設営及び撤去等の期間を含め、原則として１事業２週間以内とする。ただし、市が特別の理由があると認めるときは、この限りではない。
　２　使用時間は、原則として午前１０時から午後７時までの間とする。ただし、使用者から延長の申請があったときは、午後１０時まで延長を許可する。（その際に必要な経費は使用者が負担するものとする。）
第９　使用回数の制限

市は、使用の公平を図るため、同一使用者が旧日銀を使用する回数を制限することができる。

第１０　使用決定の取消等
次の各号のいずれかに該当するときは、第３第２項の決定を取り消し、又は使用者に対し、使用の制限、使用の停止若しくは退去を命ずることができる。
(1)　使用者がこの要綱又はこの要綱に基づく規定に違反したとき。

　　(2)　使用者が第３第６項に規定する条件に違反したとき。

(3)　第５に規定する事態が発生したとき。

第１１　原状回復義務
　１　使用者は、旧日銀の施設又は設備の使用を終了したとき又は第１０に該当するときは、直ちにこれを原状に復して返還しなければならない。

　２　使用者が前項の義務を履行しないときは、市においてこれを執行し、その費用を徴収する。

第１２　損害賠償義務
旧日銀の施設又は設備をき損し、又は滅失した者は、これを原状に復し、又はその損害を賠償しなければならない。

第１３　市の損害賠償責任

　　市は、第１０の規定による処分により使用者が損害を受けることがあっても、その賠償の責めを負わない。

第１４　現状変更等の承認
使用者は、旧日銀の現状を一時的に変更しようとするとき及び特別の設備を設置しようとするときは、あらかじめ本市の承認を得なければならない。
第１５　使用内容の変更等
市が決定した使用内容の変更等に係る手続については、この要綱の規定に準じ行うものとする。

第１６　この要綱の施行に関し必要な事項

この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が定める。

第１７　事務の所掌
この要綱に定める事務は、市民局文化スポーツ部文化振興課において所掌する。

附　則

この要綱は、平成１３年２月１５日から施行する。

附　則

この要綱は、平成１３年１０月１１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。

附　則
この要綱は、平成２２年２月１日から施行する。
附　則
この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。
ただし、第８第１項の改正規定は、同年１１月１日から施行する。
